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はじめに

当委員会は，地方分権が進展する中，県議会の政策立案機能等の充実・強化

を図るため平成19年度から毎年度設置され，提言を行ってきたが，平成2７年

度も新たな委員で政策提言案の検討等に取り組んだ。

全議員を対象にした政策提言等に関する意向調査を行った上で，平成２７年

６月１７日に第１回委員会を開催して以来，１０回に及ぶ委員会を開催し，そ

の間，現状や課題等の把握を行い，対応策や提言内容について委員間で論議を

重ねてきた。

その結果，「健康寿命を延ばすためのロコモ予防の推進」について提言案を

取りまとめるとともに，「自転車の安全利用に関する条例」を議員提案で制定

すべきとの報告を行った。

本報告書は，平成2７年度の当委員会の検討経過及び結果等について，取り

まとめたものである。
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１ 委員会の活動経過

（１）委員会の行う検討・調査事項

① 議会が知事等に対して行う政策提言案

② 議員による政策条例の対象とすべき事項

（２）議員への意向調査の実施

平成２７年６月，全議員を対象にした政策提言及び政策条例に関する意

向調査を実施したところ，県政全般にわたる２０件の提案がなされた。

提案項目件数・・・・・・・ ２０件（１８件）

・ 政策提言・・・・・・ １４件（１２件）

・ 政策条例・・・・・・ ６件（ ６件）

※ （ ）は重複を除いた件数

（３）検討項目の決定

意向調査の結果等も踏まえ，当委員会の検討項目を次のとおり決定した。

① ロコモ予防の推進

② 自転車の安全利用に関する条例
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（４）委員会の開催状況

平成２７年６月１７日に第１回委員会を開催して以後，委員会を１０回

開催した。委員会では，検討項目ごとに担当委員が課題等の説明を行うほ

か，県当局（保健福祉部，県民生活局，教育庁及び警察本部）からの現状

等の聴取も実施して，委員間で議論を行った。

なお，関係の常任委員会委員長にもオブザーバーとして出席を求めた。

平成２７年度政策立案推進検討委員会の開催等状況

月 日 会議名等 協 議 内 容 等

H2７. ６.１７ 第1回委員会 ・正副委員長の選出

・検討の進め方等について

H2７. ６.１８ 意向調査の実施 ・全議員を対象とする意向調査

H2７. ６.２４ 第2回委員会 ・検討項目について

H2７. ７.１３ 第3回委員会 ・「ロコモ予防の推進」について（保健

福祉部から現状等の聴取）

H2７. ８. ７ 第4回委員会 ・「ロコモ予防の推進」について

H2７. ９. ８ 第5回委員会 ・「ロコモ予防の推進」について

H2７. ９.１６ 第6回委員会 ・「ロコモ予防の推進」について

H2７. ９.２８ 第7回委員会 ・「ロコモ予防の推進」について

H2７.１０. １ 議長への報告 ・「健康寿命を延ばすためのロコモ予防

の推進について」

H2７.１０. ９ 議長から知事へ ・「健康寿命を延ばすためのロコモ予防

の提言(副議長, の推進について」

正副委員長同席)

H2７.１１.２７ 第8回委員会 ・「自転車の安全利用に関する条例」に

ついて（県民生活局，教育庁，警察本部か

ら現状等の聴取）

H2８. １.２５ 第9回委員会 ・「自転車の安全利用に関する条例」に

ついて

H２８. ３. ７ 第10回委員会 ・「自転車の安全利用に関する条例」に

ついて

・「政策提言等に関する報告」について

H２８. ３.１５ 議長への報告 ・「自転車の安全利用に関する条例」に

ついて

・「政策提言等に関する報告」について
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（５）検討結果の概要

「健康寿命を延ばすためのロコモ予防の推進」について知事に提言すべ

きとし，「自転車の安全利用に関する条例」について議員提案による政策

条例の制定に取り組むべきとした。

２ 提言等

（１）「健康寿命を延ばすためのロコモ予防の推進について」（政策提言）

※ 平成２７年１０月１日に議長へ報告

別紙１のとおり

※ 平成２７年１２月１８日に本会議場においてロコトレ実技講習を実施

（２）「自転車の安全利用に関する条例の制定について」（政策条例の対象項目）

※ 平成２８年３月１５日に議長へ報告

別紙２のとおり
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健康寿命を延ばすためのロコモ予防の推進について

１ 提言の背景

（１） ロコモについて

「ロコモティブシンドローム（以下「ロコモ」という。）」とは，

骨，関節，筋肉，神経などの身体を支えたり動かしたりする運動器

のいずれか，若しくは複数に障害が起き，立つ，歩くといった移動

機能が低下している状態のことをいい，その主な要因は，「バラン

ス能力の低下」や「筋力の低下」，「骨・関節の疾患」にあるとい

われている。

ロコモが進行すると要介護や寝たきりになる可能性が高くなる

が，介護・介助が必要になった理由についてみると，運動機能に関

係する骨折・転倒や関節疾患を主なものとするものも多い。（注１）

したがって，高齢化が進行する中で，健康な老後を過ごすために

は，ロコモ予防の推進は不可欠なものといえる。

こうした中，我が国におけるロコモの該当者は，その予備群も含

め，約4,700万人ともいわれ，高血圧や糖尿病，メタボリックシ

ンドロームの有病者等を上回っている。

また，筋肉や骨などに関してけが等で自覚症状のある者を年代別

にみると，ロコモ予備群とされる腰痛を訴える者は，３０歳代や

４０歳代，５０歳代の若い年齢層においても，それぞれ最も多くな

っている。

さらには，若い女性などにみられる極端なやせ指向に伴うダイエ

ットなどによる栄養不足は骨や筋肉量の減少を招き，ロコモにつな

がるおそれがある。

なお，平成２６年の人口動態統計によると，転倒・転落による死

亡者数（約７,９００人）は，不慮の事故によるものとしては，交

通事故によるもの（約５,７００人）よりも多くなっているところ

である。

（注１）

40歳以上の要介護（要支援）者のうち，介護・介助が必要な者に関する調査による。

（２） 我が国の高齢化等の状況及び国・県の取組について

我が国においては，高齢化率（総人口に占める６５歳以上の人口

の割合）が平成２７年で２６.８％に達し，今後も一層の高齢化が

別紙１
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進行すると予測され，年金や医療・介護費などの社会保障費がます

ます増大することが予想される。

また，平均寿命と健康寿命（注２）はともに，世界のトップクラ

スを維持しているが，その差は，男性で約９年，女性で約１３年と

なっている。

こうした状況の下，活力ある社会を実現するためには，生活習慣

病の予防や，社会生活を営むために必要な身体機能の維持・向上等

によって，国民の健康づくりを推進することが重要であり，また，

健康寿命を延ばすことは，個人の生活の質の低下を防ぎ，社会保障

費を抑制するためにも重要であることから，国においては，平成

２４年７月に国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的

な事項を示した「健康日本２１（第二次）」を策定し，施策を実施

しているところである。

こうした中，高齢化率が全国平均を上回っている本県においては，

県民の健康づくりを推進するための総合的な計画である「健康かご

しま２１」（平成２５年３月策定）を基に，県民の「健康寿命の延

伸」と「生活の質の向上」に取り組んでおり，その実現に向けた重

要目標の一つに「ロコモの発症・重症化予防」を掲げ，施策を展開

しているところである。

（注２）

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間をいう。

（３） 課題

「健康かごしま２１」においては，ロコモという言葉やロコモ予

防の重要性について県民の認知度を高めることにより，個々人の運

動量の増加など具体的な生活習慣の変化を促すとともに，加齢によ

る膝や腰など運動器の痛みの原因や若い頃からの予防に関する正し

い知識の提供に努めているところであり，施策の目標として，平成

３４年度までに県民のロコモについての認知度を国に準じて８０％

に向上させることとしている。

しかしながら，平成２７年５月の調査によると，全国の４４.４

％に比べ，本県は３５.６％と低くなっていることから，ロコモ予

防を推進するためには，普及啓発などについて，より一層の取組が

必要である。



- 3 -

２ 提言

ロコモ予防の推進について，検討を重ねた結果，次のような取組を行う

必要があるとの結論を得たので提言する。

（１） 県民への意識啓発

① 健康寿命を延ばし，個人の生活の質を高め，さらに持続的な社会

保障制度を維持するためにはロコモ予防は有効であることから，ロ

コモの認知度向上を図るとともに，「健康かごしま２１通信」など

の情報紙を活用して，ロコモ予防のための運動や食生活等に関する

情報・知識について，より一層の普及啓発を図ること。

② ロコモの認知度向上の取組並びにロコモ予防のための運動及び食

生活等に関する情報提供に当たっては，関係団体等との連携を図る

とともに，多様な広報媒体等により幅広い年齢層への情報発信を強

化すること。

（２） ロコモ予防の推進

① ロコモになる要因である「バランス能力の低下」や「筋力の低下」，

「骨・関節の疾患」などを解消するため，ロコモ予防運動の取組を

図ること。

② やせ過ぎ及び肥満は，ロコモに繋がる一因でもあり，これらを改

善するための食生活改善の取組を図ること。

③ 自らのロコモの状態を認識することは，ロコモ予防の取組へのモ

チベーションを上げることに繋がることから，健康診断等において

もロコチェックの積極的な普及・促進を図ること。

④ ロコモ予防は若い頃からの継続的な取組がより効果的であること

から，各年齢層に応じたロコモ予防の取組を推進すること。

（３） ロコモ予防推進に向けた環境及び態勢の整備

① ロコモ予防の取組は住民に身近な市町村の取組が重要であること

から，市町村が積極的にロコモ予防の取組を行えるよう必要な施策

や人材育成等の支援を行うこと。

② 企業・団体等におけるロコモ予防を目的とした職場研修，健康診

断時の指導，社員食堂での情報提供など，職場におけるロコモ予防

の取組を推進するための環境整備を事業者等との連携により図るこ

と。

③ ロコモ予防に関する知見を積極的に活用するため，関係団体，大

学，研究機関等との連携及び協力を図ること。
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参 考

１ ロコモとは

２ 介護・介助が必要となった主な理由（複数回答）

【鹿児島県：平成２５年度日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査】

３ 全国のロコモの推計人数

【ロコモの推計人数：原因疾患である変形性膝関節症，変形性腰痛症，骨粗鬆症の
いずれかと診断される者の推定数】

要介護，寝たきり

ロコモ

運動器不安定症

バランス能
力の低下

筋力の

低下
骨や関節

の痛み

（腰・膝など）

20.0

11.9

23.5

12.8

6.7

15.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

全体 男性 女性

認知症 脳卒中 高齢による衰弱 骨折・転倒 関節疾患等 心臓病

（％）
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４ 年代別の筋骨格系症状の有訴者率（最も気になる症状）

【厚生労働省：平成２５年国民生活基礎調査】

有訴者率：人口千人に対する有訴者数（病気やけが等で自覚症状のある者の数）

５ 高齢化率の推移

【平成２２年までは総務省統計局「国勢調査」，平成２５年は総務省統計局「人口推計」，

平成２７年は国立社会保障・人口問題研究所「日本」の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）】

肩こり 腰痛 手足の関節が痛む

30歳代 30.1 30.9 6.6

40歳代 35.9 37.6 13.0

50歳代 36.7 45.9 29.0

60歳代 25.2 59.3 34.4

70歳以上 17.0 82.9 49.1

0.0
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80.0
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60歳代

70歳以上

(人)
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S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H27

本県

全国

％

１４．２

１６．６

１９．７

２２．６

２４．８
２６．５

２７．８

２９．５

１０．３

１２．０
１４．５

１７．３

２０．１

２３．０

２５．１

２６．８

（年度）
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６ 平均寿命と健康寿命の比較

健康寿命：平成２４年度厚生労働科学研究補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

対策総合事業）による将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研

究班が示した「日常生活に制限のない期間の平均」から算出

７ ロコモを認知している者の割合

全 国 本 県

ロコモの認知度（目標値） ８０．０％ ８０．０％

（健康日本２１） （健康かごしま２１）

ロコモの認知度（平成２７年） ４４．４％ ３５．６％

【ロコモティブシンドローム生活者意識全国調査】

※ メタボリックシンドロームの認知度 ９２．７％

（「健康日本２１」最終評価より）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健康寿命

平均寿命

健康寿命

平均寿命

・
・・
ｫ

・
j・
ｫ

女
性

男
性

（平成２２年）

７９．５９歳

７０．４２歳

８６．３５歳

７３．６２歳

約９年

約１３年

（年齢）
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８ ロコチェック・ロコモ予防運動（ロコトレ）等
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自転車の安全利用に関する条例の制定について

１ 条例制定の背景と必要性

自転車は，通学・通勤や買物などの身近な交通手段として，子どもから

高齢者までの幅広い年齢層に利用されている。さらに近年は，環境負荷の

軽減，交通渋滞の緩和，健康増進等，様々な観点から自転車の意義が再認

識されており，今後も，宅配便やコミュニティサイクル，観光の移動手段

としての利用増加が見込まれるところである。

一方で，自転車は，道路交通法の規制を受ける「軽車両」であるにもか

かわらず，誰でも気軽に利用できることなどから，その交通ルール・マナ

ーの遵守の意識が希薄で，近年では，ブレーキのない自転車での走行や携

帯電話等を操作しながらの運転など，交通ルールに違反した行為が増加し，

社会問題化している。

また，平成２６年に全国で発生した自転車が関係する交通事故は，交通

事故全体の１９．０％を占め，そのうち自転車対自転車及び自転車対歩行

者の交通事故は，５，４１６件発生し，４名の死者も出ている。本県では，

自転車対自転車及び自転車対歩行者の死亡事故は発生していないものの，

自転車が関係する交通事故は７１６件で，交通事故の８．５％を占め，死

者４人，負傷者６９０人となっている。

なお，他県では自転車運転者が加害者として高額な損害賠償責任を負う

交通事故も発生している。

このような事態に対処するため，国においては，危険行為を繰り返す悪質

自転車運転者への講習の義務付けなどを柱とする道路交通法の改正（平成

27年６月１日施行）など，自転車利用の適正化に向けた取組を進めていると

ころであるが，本県において，自転車が関係する交通事故をなくし，自転車

を今後も身近な交通手段として利用するためには，自転車が道路交通法の規

制を受けることや自転車運転者が加害者となった場合に備えた自転車損害賠

償保険加入の必要性などの周知，交通ルール・マナーの遵守に県民が一体と

別紙２
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なって取り組むことが重要である。

そのためには，県民や県，市町村，学校など関係機関，自転車利用者等

のそれぞれの責務や役割，基本的な施策などを定めた条例を制定し，自転

車の安全利用に関する施策を総合的に展開することが適当である。

２ 条例に規定すべき事項

（１） 安全利用に関する交通ルール・マナーの普及・啓発

（２） 自転車利用者，保護者，事業者等の責務・役割

（３） 自転車損害賠償保険等への加入

（４） 自転車の安全利用に関する人材の育成・活用

（５） 安全器具（乗車用ヘルメット等）の利用促進

（６） 自転車利用環境の整備促進 等

３ 条例の構成（案）

（１） 目的，基本理念

（２） 県，市町村，県民の責務・役割

（３） 保護者，家族，学校等の責務・役割

（４） 自転車利用者や販売・レンタサイクル事業者等の責務

（５） 自転車損害賠償保険等への加入

（６） 自転車の安全利用に関する人材の育成・活用

（７） 安全器具（乗車用ヘルメット等）の利用促進

（８） 自転車利用環境の整備促進

（９） 財政上の措置 等



【参考】　自転車事故の現状

１　交通事故の発生件数

〔全国〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

725,903 692,056 665,138 629,021 573,842

151,681 144,058 132,048 121,040 109,269

構成率 20.9% 20.8% 19.9% 19.2% 19.0%

〔本県〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

10,531 10,062 9,553 9,207 8,425

1,117 1,003 817 793 716

構成率 10.6% 10.0% 8.6% 8.6% 8.5%

（単位：件）

（単位：件）
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２　自転車が関連する事故

（１）　発生件数

〔全国〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

自転車対自転車 3,779 3,616 3,060 3,037 2,865

自転車対歩行者 2,770 2,806 2,625 2,605 2,551

(6,549) (6,422) (5,685) (5,642) (5,416)

127,656 121,226 111,585 102,328 92,362

17,476 16,410 14,778 13,070 11,491

151,681 144,058 132,048 121,040 109,269

〔本県〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

自転車対自転車 14 23 11 11 6

自転車対歩行者 20 20 23 17 15

(34) (43) (34) (28) (21)

852 756 654 649 592

234 205 132 118 103

1,120 1,004 820 795 716

（単位：件）

（単位：件）

（　　小　　計　　）

その他（自損等）

合　　　計

自転車対自動車

その他（自損等）

自転車対自動車

合　　　計

（　　小　　計　　）
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（２）　負傷者数（本県）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

自転車対自転車 16 27 13 11 7

自転車対歩行者 22 21 23 17 16

(38) (48) (36) (28) (23)

794 713 611 615 560

262 221 146 127 107

1,094 982 793 770 690

（３）　死者数（本県）

H22 H23 H24 H25 H26

1 0 0 0 2

8 4 5 8 2

9 4 5 8 4

（単位：人）
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３　小中高校生が関係する自転車事故

（１）　発生件数

〔全国〕

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

9,194 8,465 7,177

9,324 8,492 7,381

19,243 17,425 15,682

37,761 34,382 30,240

〔本県〕

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

43 50 41

71 76 56

119 96 94

223 222 191合　　　計

中　学　校

小　学　校

中　学　校

高　等　学　校

合　　　計

高　等　学　校

（単位：件）

（単位：件）
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（２）　負傷者数

〔全国〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

11,840 11,654 10,273 9,365 8,031

13,176 12,287 11,023 10,201 8,864

21,528 20,387 19,094 17,397 15,598

46,544 44,328 40,390 36,963 32,493

〔本県〕

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

93 68 43 52 40

94 92 73 80 56

157 151 121 98 86

344 311 237 230 182

中　学　校

高　等　学　校

合　　　計

小　学　校

（単位：人）
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４　自転車が加害者となる事故により，高額な損害賠償責任が発生した事例

○事例１

賠償額　約９，５００万円　（神戸地裁，H25.7.4判決）

○事例２

賠償額　約５，０００万円　（横浜地裁，H17.11.25判決）

５　自転車の安全利用に関する条例の構成（他都府県の状況）

京都府 埼玉県 愛媛県 東京都 兵庫県 熊本県
(19.10.16) (23.12.27) (25.3.26) (25.3.29) (27.3.19) (27.3.20)

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ － － － －

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ －

－ ○ ○ － － －

　夜間，高校生が無灯火で携帯電話を操作しながら運転中，歩行者に追突。
　被害者は，歩行困難になり，職を失った。

　小学生が夕方，マウンテンバイクで坂道を下っていたところ，散歩中の歩行者
に気づかず正面衝突。
　被害者は，頭を強打し意識不明で４年以上寝たきりの状態。

財政上の措置

自転車利用者や
事業者等の責務

安全器具の利用
促進

利用環境の整備
促進

人材の育成・活
用

自転車損害賠償
保険等への加入

県，市町村，県
民の責務・役割

保護者，学校等
の責務・役割
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